
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「横浜市立学校 教職員の働き方改革プラン」令和２年度 取組状況 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

R1平均 R2平均 小学校R1 小学校R2

中学校R1 中学校R2 特別支援学校R1 特別支援学校R2

高等学校R1 高等学校R2

目標値 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、教職員は、自身や周囲への感染対策、学び
の保障への対応や各種行事の運用の検討など、これまでにない業務の発生や心的な疲労の蓄積があっ
た中での勤務が続きました。この一年間の教職員の皆様の様々なご尽力に敬意と感謝の意を表します。 
コロナ禍での前例のない種々の対応が生じたことにより、例年どおりの指標の前年度比較は困難です
が、各種指標自体は一定の改善がみられます。ただし、指標③の「量・コントロール」は未だ全国平均より
高い値であるなど、他律的な業務の増大による負担感は増した一年であったと考えられます。 
 
このような中、横浜市として推進してきた各種の取組がコロナ禍でも教職員の働き方の改善に役立っ
たとのご意見もいただくことができました。 
 
〇職員室業務アシスタントは、コロナ禍を踏まえ令和２年度は配置を強化し、各校２名としたところ※1、
教職員の負担軽減につながったとの声を多数いただきました。 
〇令和２年度から教育委員会事務局において一括契約事業として開始したプール清掃業務委託
は、清掃作業だけでなく契約手続きを含めかなりの負担軽減になったとの意見が寄せられました。 
〇部活動指導員については、各校で希望するとおりの人数を充てられたことが、負担軽減につなが
ったとの声もいただきました。 
〇集合研修や研究会活動が制限されましたが、ＩＣＴを活用したリモート研修やリモート会議を実施
することで、出張のための移動時間の節約につながったとの声もありました。 

 
一方、例えば学校行事や部活動は中止・縮小など、直接の活動に要する時間が減少した面はあったも
のの、課された条件の中で新たな準備をする必要があったとの声もありました。 
指標①時間外勤務８０時間超の教職員の割合はまだ高い数値に留まっていることから、実態に係る詳
細分析等、働き方改革の実現に向けて更なる取組が必要との認識を市全体としてもつことが重要です。 
令和３年度は感染症対応に加え、ＧＩＧＡスクールもいよいよ本格化しますが、例えばＩＣＴ支援員の効
果的な活用なども含め、引き続き管理職のリーダーシップの下、一校一校が着実に働き方改革を進める
との意思をもち、取り組んでいただくようお願いいたします。 

参考）R2年度平均値（４月～３月）全校種平均：7.6％ 小学校 5.2％ 中学校：13.9％ 特別支援学校：0.6％ 高等学校：8.4％ 
R１年度平均値※２（４月～３月）３校種平均：11.6％ 小学校：5.7％ 中学校：26.3％ 特別支援学校：1.0％ 高等学校：―― 

※２ 令和元年度は３校種平均。新型コロナウイルス対策による一斉臨時休業期間中の令和２年３月を除外すると、３校種平均は 12.6％。 

３～５月 
一斉臨時休業 

６月 
段階的な 

教育活動再開 

７月 
給食・部活動再開 

８月 3日～16 日 
例年より短い 
夏季休業 

９～11 月 
延期されていた 
行事への対応 

１～３月 
緊急事態宣言による 
再度の各活動の制限 

※１ 全小学校、中学校、義務教育学校は２人めの配置、特別支援学校は新規で１名配置 

指標① 目標値 0％ 

９月～３月 10.0％  小学校  中学校  高等学校 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

小学校 中学校 特別支援学校 高等学校 平均

目標値 

各月の 19時までに退勤する教職員の割合（％）（校種別） 

（％） 

※「総合健康リスク」「量・コントロール」「周囲の支援」ともに全国平均を 100 とし、数値が高いほどストレス度合い

が高くなります。 

0.3% 1.5%1.8%
2.1%

6.6%8.0%
10.3%

13.0%
21.0%

35.3%

38.8%

60.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 10月末 11月末 12月末 １月末 ２月末 ３月末

R１指標の達成状況 R２指標の達成状況

年休の平均取得日数及び 10日以上年休を取得している教職員の割合（％） 

目標値 

各項目において、前年度比で改善が見られまし

た。一方で、新型コロナウイルス感染症に起因する

他律的・突発的な業務の増大により、業務の「量・

コントロール」については、全国平均よりも高い値

となったものと考えられます。 

参考）R2度年平均値（４月～３月）全校種平均：77.3％ 小学校75.2％ 中学校：77.9％ 特別支援学校：91.1％ 高等学校：82.6％ 
R１年度平均値（４月～３月）３校種平均：72.5％※４ 小学校：71.2％ 中学校：71.6％ 特別支援学校：88.5％ 高等学校：―― 

※４ 新型コロナウイルス対策による一斉臨時休業期間中の令和２年３月を除外すると、３校種平均は 70.8％。 
 

7１.９％ ９月～３月  小学校  中学校  高等学校 

夏季休業が８月３日から

16 日と例年より短かっ

たことから、夏季休暇に

あわせての年次休暇を

取得できず、３月末まで

に、10 日以上の年休取

得ができなかった教職

員が多かったものと考え

られます。 

※３ 一月の課業日を 20日、土日の出勤含まず 

令和２年度 全教職員の年休平均取得日数 
11.8日 

指標② 目標値 70％以上 

指標③ 目標値 １００未満 

指標④ 目標値 全員１０日以上 
（100％） 
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学校業務の適正化、精査・精選 

（１）学校業務の適正化

（２）学校業務の精査・精選

春季休業日の変更 【新規】①

R２年度実績 

各学校において、児童生徒一人ひとりが安心して新年度の学校生活を
開始できるよう受入準備を行う時間を確保するため、令和３年度以降、春
季休業日を延長する規則改正を実施（令和３年１月１５日公布・施行）。 

R３年度予定 

春季休業日変更後の影響を確認。 

R２年度まで ４月１日～４月４日 R３年度から ４月１日～４月６日 

教職員の業務の精査、アウトソースの検討 【拡充】① 

R２年度実績 

プール清掃業務委託について、局一括契約により
196 校（小：133 校、中：62 校、特支：１校）を対
象に実施。うち１６校は障害者就労施設への委託
により実施。 

R３年度予定 

プール清掃業務委託について、小・中・義務・屋外
プールのある特別支援学校のうち、希望する全て
の学校（４４０校）に拡充（小：324 校、中：115
校、特支：１校）。うち５８校は障害者就労施設への
委託により実施。 「働き方改革通信：Smile No.10」令和３年２月号より抜粋 

アンケート結果 実施校１９６校
小学校１３３校、中学校６２校、特別支援学校１校
民間事業者への委託１８０校、障害者就労施設への委託１６校

令和２年度プール清掃業務委託振り返りより 

市主催行事や学校行事等のあり方検討 ③ 

R２年度実績 

小学校体育大会について、これまでの大会の課題解決の状況や
令和元年度のアンケート結果等を踏まえ、令和３年度は中止、令和
４年度以降は実施しないこととした（令和元年度の第 69回大会を
もって終了）。 

R３年度予定 

新型コロナウイルス感染症の影響も踏ま
え、児童生徒のよりよい学びや持続可能
な行事運営について、引き続き各行事の
あり方を検討。 

障害者就労施設との連携強化 【拡充】 ② 

R２年度実績 

・よこはま障害者共同受注総合センター「わーくる」と連携し、
プール清掃業務委託の一部を施設へ発注するなど、学校と
障害者就労施設の連携を推進。
・学校と障害者就労施設が連携する際の事例や課題を収集
するため、下半期（１０月～３月）の概算数量契約による軽
作業スタッフ派遣事業を、モデル校４校で実施。
・障害者就労施設のワックスがけ受注を拡大するため、施設
の職員や利用者を対象とした研修を実施。

R３年度予定 

・軽作業委託のモデル事業を８校８事業所に拡充し、通年の
契約で実施。また、モデル校から得られた取組事例（学校
で発生する業務のうち福祉作業所ができること等）を全校
へ発信。
・障害者就労施設による教室のワックスがけを局予算により
モデル実施（９校予定）。

「働き方改革通信：Smile No.10」令和３年２月号より抜粋 

学校業務アウトソース×福祉作業
所
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チーム体制の構築と人員配置の工夫・充実 

（１）教職員配置の工夫、チーム体制の構築 

R２年度実績 

新規推進校を 53校指定し、合計 85校で実施。効果検証として推
進校の児童・家庭を対象にアンケートを２回実施。推進校の成果報
告として eラーニングと書面発表にて３月にチーム学年経営推進フ
ォーラムを開催。全校展開に向けた情報発信としてチーム学年経営
だよりの発行を１０月より開始。 

小学校高学年における一部教科分担制の導入による学年経営力の強化 【拡充】 ① 

R３年度予定 

新規推進校を４４校指定し、合計１２９校
で取組予定。令和３年１月の中教審答申
で示された「教科担任制」についての国
の動向を注視しながら本市の「チーム学
年経営（教科分担制）」を推進。 
 

初任者サポートの充実 【拡充】 ② 

R２年度実績 コロナ禍において、集合研修は原則中止又はeラーニングでの研修へと変更。初任者研修の受
講者の数は８９２人と多く、例年と異なり横の繋がりが十分にできないため、サポートの充実に
取り組んだ。 

R３年度予定 

法定研修などの必要な研修と合わせて、初任者同
士の繋がりを深めるグループ活動や、個別の状況に
合せた相談などのサポートを検討。また、教職員とし
ての心構えをまとめた『横浜市教職員ハンドブック』
を活用し、初任者の教職員としての自覚や意識の向
上を図る。 

初任者研修 

初任者等支援員派遣事業（YTサポート） 
初任者への支
援員派遣時期
を４月～７月に
限定していたも
のを通年に変更
し、活用を推進。 

６月に初任者同士のグループをつくり、e メールによる
意見交換を実施。７月には初任者の心のケアや生活の
相談も含む希望者による意見交換会を６回実施。さら
に、８月には教職員としての自覚や意識の向上を図る
ため、初任者全員へ『横浜市教職員ハンドブック』を配
付。 

教員経験のない正規新採用教員や育児休業代替任
期付教員、臨時的任用職員を対象に、学習指導や児
童生徒理解、校内における業務等をスムーズに進める
ことができるよう、本市を退職した学校管理職経験者
等を支援員として学校に派遣し、支援を実施。 

R３年度予定 学校事務職員の負担軽減を図るとともに、固定電話回線が不足する学校の通信面での利便性
の向上、スケールメリットによる経費削減と支出集約化による支払遅延件数の減少等を期待し、
令和３年度から新たに使用する携帯電話の購入と通信契約及び支払いを事務所が一括して実
施（希望のあった１１６校 ２１２台分）。他の３方面事務所でも実施を検討。 

学校事務職員の事務集約化（北部学校教育事務所） ④ 

持続可能な学校のあり方を探る公募型モデル事業の実施 【新規】 ③ 

R２年度実績 

各校における主体的な取組を支援するため、令和３年度に実
施するモデル事業を企画し、２つのテーマで公募を実施。 

R３年度予定 

各校の取組を共有する情報交換会を実施予定。
また、振り返り（報告書）をモデル校より集約し、
取組の成果を市内へ発信。 

（１）児童生徒のよりよい学びと 
教職員の時間をうみ出す工夫 

○モデル校１４校（小学校１３校、中学校１校） 
○２月にオンラインにより、すでに柔軟な教育課程の
編成に取り組む市内外の学校の事例を聴く機会
を設け、モデル校間や協力いただく大学教員との
つながりをつくるため、先進事例研究会を実施 

（２）外国につながる児童生徒で 
発達障害のある児童生徒の学習支援のあり方 

○モデル校７校（小学校５校、中学校２校） 
○３月に、学校と大学教員とのつながりをつくり、今後の
支援方法についての検討をするため、学校訪問を実施 
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（２）学校をサポートする専門スタッフ等の配置 

職員室業務アシスタントの配置 【拡充】 ① 

R２年度実績 

・全小・中・義務教育学校への配置を継続。 
・また、新型コロナウイルス感染症の影響により、増加する学級担任等の業務
をサポートするため、希望する小・中・義務教育・特別支援学校に追加配置。 

R３年度予定 

新型コロナウイルス感染症の
影響による追加配置を含め、
各校種への配置を継続。 

学校栄養職員の配置の強化 【拡充】 ③ 

R２年度実績 

栄養士未配置校での給食管理、食物アレルギー対応、食材発
注などの負担軽減を図るため、栄養士又は管理栄養士の有
資格者を非常勤として１００校に配置。 

R３年度予定 

１１５校の配置を目指して、採用広報を強化。 

保健室支援員の配置の強化 【拡充】 ④ 

R２年度実績 

保健室登校や要支援の児童生徒の対
応のほか、大規模校や分校、定数減と
なった学校１２１校に保健室支援員を
配置。また、一斉臨時休校等の状況を
踏まえ、配置期間を年度末まで延長。 

R３年度予定 

初任養護教諭及び育児休業代替任期付教員及び臨時的任用職員の
うち、養護教諭としての勤務経験がない養護教諭 (単数配置)の学校
を新たに対象に加えることで経験のない養護教諭へのサポートが手
厚くなるよう、対象校の見直しを実施。人材不足をカバーできるよう、学
校によって配置時間数を変更するなど検討。 

日本語指導が必要な児童生徒支援の充実 【拡充】 ⑤ 

R２年度実績 

・鶴見小学校内に第２の日本語支援拠点施設「鶴見ひ
まわり」を設置し、学校ガイダンス・プレクラスを実施す
るとともに、各学校への派遣支援を試行実施。 
・外国語補助指導員を 11校に配置。 
・母語支援ボランティアによる初期適応・学習支援の充
実。 
・放課後等学習支援、時間外も通訳可能な保護者等
通訳支援の新規実施。 

R３年度予定 

・国際教室・日本語教室による児童生徒支援の充実。 
・日本語支援拠点施設（２か所）の検証及び各学校
を支援するためのノウハウの活用、支援体制の強
化。 
・令和４年度までに外国語補助指導員を１３校に配
置。 

部活動指導員の新規配置・支援体制の構築 【拡充】 ② 

R２年度実績 

・生徒の充実した活動と教職員の負担軽減を目的に、
平成３０年度から継続して、部活動の専門的な技術指
導を行うことができる外部人材を部活動指導員として
任用・配置を実施。 
・令和２年度も引き続き各校で希望するとおりの人数を
充てることとし、前年度から３１７人増員。令和３年３月
31 日時点で延べ４６４人（１３８校（約９４％）が利用）
を配置。 

R３年度予定 

・引き続き、学校のニーズに応じて、部活動指導員の
任用・配置に取り組む。 
・学校において人材の確保が困難な場合など学校
のニーズに応えられるよう、教育委員会事務局にお
いて「部活動指導員候補者（人材バンク）登録制
度」を運用。 

スポーツ庁委託事業「令和３年度地域運動部活動推進事業」 

スポーツ庁が「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」の中で進める地域部活動等を推進するための実践研
究に申請し採択される。事業の進め方や今後の部活動のあり方について、校長会や中体連等と連携しながら検討
を進める予定。 
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教職員の人材育成・意識改革 

（１）勤務実態の把握、マネジメントの推進 

（２）意識啓発・研修 

R２年度実績 

・小学校全校では、１校あたり年間２１回派遣。 
・中学校では、試行実施した情報教育実践推進校が前
年度２校から４校となり、１校あたり年間４８回派遣。 

R３年度予定 

・小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校への
派遣回数を１週間に１回（年間概ね４８回：小・特は
初期設定チームに加え、通常支援 30回）に拡充。 
・高等学校では新たに、月２回程度（年２４回）、ＩＣＴ
の専門知識を有する人材を巡回派遣。 

ＩＣＴ支援員派遣の充実 【拡充】 ⑦ 

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の活用による福祉的課題への支援の強化 【拡充】 ⑥ 

R２年度実績 

学校により身近な存在となるようＳＳＷを、令和元年度３２人から令和２年度４３人に増員し、従来の要請を受けて支
援を行う派遣型から、１人のＳＳＷが３～５中学校ブロックを定期的に巡回訪問して支援を行う形に移行。 

SSWの巡回型移行 

R３年度予定 

ＳＳＷ一人あたりの担当校数の軽減や、１校あたりの滞在時間増加のために、会計年度任用職員１１名を増員。ま
た、高校・特別支援学校においても、派遣型から定期的な巡回訪問の支援へ移行。 

1人のＳＳＷが３中学校ブロックを担当できる体制の構築 

R２年度実績 

令和２年７月に、教職員が自身の時間外勤務時
間の状況（月累計・年度累計）を、より簡易に確認
できるよう、教職員庶務事務システムを改修。 

R３年度予定 

システムを活用した時間外勤務時間の状況の把握方法に
ついて、学校へ周知。勤務時間データを活用した事務局に
よる教職員、学校への支援を一層充実。 

教職員庶務事務システム、ICカードによる勤務実態の把握 ① 

R２年度実績 コロナ禍における自身及び自校の働き方を見つめ直し、「持続可能な働き方を考える」をテーマ
に９月と２月に web 会議システム（Zoom）及び集合研修のハイブリッド型で研修を実施し、約
100名の教職員が参加。 

① 働き方改革の視点を盛り込んだ研修の開発・推進 【新規】 

「働き方改革通信：Smile No.６」令和２年１０月号より抜粋 

働き方を考えることは、単純に「勤務時間を減らす」のではなく、「子どもと向き合う時間を増や
すために働き方を変えること」だと改めて学びました。そのためには、自分の意識だけでなく、学
校という組織全体の意識を変えるために声を出していきたいです。 

働き方を見つめ直すために、リモートで受講し、考えることは、このスタイル自体が実践の一つ
であり、とても良いと感じました。他の先生方の考えもチャットで見えて、参考になりました。グル
ープセッションまでできることが分かり、よい経験になりました。 

参加者の声 

R３年度予定 管理職の選択研修として実施し、「自分たちの働き方を自分たちで決める」プロセスと、「働き
方分析ツール」「働き方改革推進ＤＶＤ」の２つの働き方支援ツールを活用した実践校を拡充。 

R３年度 全１４５校 R２年度 ４校 
中学校 中学校 
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学校の業務改善支援 

（１）ICT を活用した業務改善支援 

総合学校支援システムの構築 ① 

R２年度実績 

令和元年度に構築したシステムの運用を実施。また、
小学館と連携協定を結び、令和２年度中は教育雑誌
「教育技術」電子版を無償でシステムの中で閲覧を
可能にとしたほか、４方面のハマ・アップの指導案デ
ータと、一部小中学校で作成した教材が閲覧可能。 

R３年度予定 

「ロイロノート・スクール」や「G suite for education※」
の導入が行われ、クラウドサービスの運用が開始。
GIGA スクールの本格稼働や学校の各サービスの活用
状況を踏まえ、教材等共有システムの今後のあり方等を
検討。 

教材等共有システム 

家庭と学校の連絡調整 

R２年度実績 

「横浜市におけるＧＩＧＡスクール構想」において、「家庭と学校との連絡」と
して位置づけ、「ロイロノート・スクール」の家庭と学校の連絡に関する機能 
①保護者から学校へ出欠連絡、②学校から保護者へのお知らせ配信、 
③アンケートについて、教職員向け・保護者向けマニュアルを作成し周知。 

R３年度予定 

「ロイロノート・スクール」や「G 
suite for education」のクラウ
ドサービスの活用が進むよう、現
状を調査し、求められる機能の実
現に向けて推進。 

 

① Google Classroom の活用例 

「働き方改革通信：Smile No.11」令和３年３月号より抜粋 

コラム   「ロイロノート・スクール」「G Suite for education」を活用した実践例 

※現在「Google Workspace for Education Fundamentals」 

ロイロノート・スクールの活用 

毎日生徒が提出する 
健康観察票の提出率 
19／39 48％ 
「みんな、出そうよ……」 

養護教諭 

全校生徒分を全て 
チェックするのに半日 
「全校生徒の健康状況を 
早く知りたいな…」 

２年生担任 

Before 

 ロイロノート・スクールを使用した流れ 
①起床後の検温結果を担任へ提出 
②HR にて、担任から健康観察と送付確認(ＨＲでの
送付もＯＫとしている) 

③保健室で全生徒の検温結果を含む健康観察記録
を確認 

④微熱・体調不良を訴えている生徒に対して養護教
諭が確認 

⑤年次ごとにまとめたデータを全ての職員が全生徒
の健康状態を確認できる 

※事情がある生徒については、紙ベースの提出も可と
している。 毎日生徒が提出する健康観

察票の提出率 
３9／39 100％ 
「生徒たちにアンケートを実施
37名の生徒がロイロ提出が楽
で便利と回答」 

After 

 

Google Classroomの活用 Google フォーム の活用 

全校生徒分の健康観察票の
チェックが、半日かかって
いた作業が、 
20 分でチェックできる。 
「生徒に対して素早く適切に
対応できる!!」 

【活用例】 
・授業評価・学校アンケート集計 
・職員反省アンケート集計 
・テストの振り返り・小テスト集計 
・生徒会による文化祭投票集計 

【文化祭後の生徒会場面】 
生徒たちでアンケートフォームを作成し、全校
生徒へＱＲコードからアンケートを実施。900
人ものデータを生徒会で簡単集計して発信 
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（２）働きやすい物的環境の整備 

（３）家庭と仕事の両立支援 

eラーニングによる研修の実施 【拡充】 ② 

R２年度実績 

４月からクラウド型のeラーニングシステムを導
入し、インターネット環境があればいつでも研
修を受講することが可能に。 

R３年度予定 

クラウド型の新しい研修システムを４月に導入。研修について
は、集合し対面することでより効果が期待できる研修と、e ラ
ーニングやZoomなどのオンライン研修を組み合わせるなど、
目的に応じた実施方法を検討。 

R２年度実績 

今後の統一化した校務システム導入に向
けたスケジュールについて検討。 

R３年度予定 

各校に対して、導入状況の調査を行い、導入に向けて検討を推
進。また、令和４年度以降における予算化を目指す。 

高等学校における校務システムの統一化検討 ③ 

R２年度実績 

令和元年度に建替校に選定した小学校３校の基本設計に着手するととも
に、令和２年度に選定した小学校６校の基本構想を策定。その際、教職員の
負担軽減に向け、学校からのヒアリングも踏まえ、移動効率の良い施設配置
を検討。また、職員室の執務スペース等を改善するよう、中学校の整備水準
を改定。 

R３年度予定 

引き続き、これまで建替校とし
て選定した小・中学校の設計及
び工事を進めるとともに、毎年
度建替校を６校ずつ選定。 

負担軽減に配慮した学校施設の建替え ① 

教職員版フレックスタイム制度の試行実施 【新規】 ① 

R２年度実績 

全校を対象に通年で試行を実施。また、令和
３年度からの本格実施に向け、規定を整備。 

R３年度予定 

本格実施を開始するとともに、取得実績等を確認し、必要に
応じて制度の見直しを検討。 

 横浜市立学校フレックスタイム制度（令和３年４月から） 

１ 目的  

現在、各学校の勤務時間は同一職種で一律に割り振られていますが、勤務開始時刻に一定
の柔軟性を持たせることで、子育てや介護等があり既存の勤務時間に合わせることが難しい
教職員を含め、全ての職員がいきいきと働き続けることのできる職場環境づくりを進める。 

２ 制度内容の概要 

対象校種 全ての横浜市立 小・中・特・義務・高等学校 

利用要件 

子育て・介護・通院・自己啓発・業務都合・そ
の他（長期休業期間）  
学校運営に支障が生じないと学校長が判断
した場合に限る 
 

申請について 
原則２日前まで  教職員庶務事務システムに
より申請（高等学校の事務職員は紙で提出） 

上限回数 

月５回（業務都合の場合は上限なし）  
※子育て（小学生以下）・介護の特例措置 
 【勤務開始時間 8：00～8：30】 
  上限なし  
 【勤務開始時間 8：45～9：00】 
  月１２回まで 
  ただし学校運営に支障がないと学校長が判
断した場合、上限なし 

勤務パターン 
勤務開始時間７：00～１０：００まで、 
15分単位で 13パターン（昼間勤務） 
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